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別紙議案第４３号

１　目　的

２　事務事業点検評価の対象及び方法

Ⅰ　はじめに

　（敬称略）

　　なお、この事務事業点検評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する方など、
　外部の方々に、施策についての評価をいただくとともに、様々なご意見、ご助言をいただ
　きました。
　　ご意見、ご助言をいただいた方々は、次のとおりです。

　告し公表することで、市民への説明責任を果たし、より効率的で市民に信頼される公正で
　開かれた教育行政を推進することを目的としています。

　　蕨市教育行政の点検評価では、蕨市教育振興基本計画の「施策の展開・主な取り組み」
　の中から２１の事業を選定し、平成２７年度に実施した事業の取り組み状況及び成果、課
　題、今後の取り組みを踏まえ、実施しました。

　　蕨市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況を自ら点検評価し、効果的な
　教育行政の推進と教育目標の達成に資するとともに、その結果に関する報告書を議会へ報

　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条により、教育委員会は、毎年、そ
の権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点検及び評価を行い、その結果に関す

佐 藤　一 子 　東京大学名誉教授

木 下　幹 央 　蕨市ＰＴＡ連合会会長

る報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することとなっています。
　この報告書は、同法の規定に基づき、蕨市教育委員会が行った事務事業点検評価の結果を
まとめたものです。

Ⅱ　事務事業点検評価の基本方針

氏　　名 所　属　等　（　現　職　等　）
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３　事務事業点検評価対象事業一覧

基本目標 施　　策 施策の展開･主な取り組み
事業
番号

事 業 名

１ 学びあい高めあう
　 　学校教育の充実

１ 教育内容の充実 １ 自ら学び自ら考える
　 　　　　児童・生徒の育成

1 学校図書館教育支援員事業

２ 蕨らしい魅力ある
   　　　　　教育活動の展開

2 少人数学級推進事業

３ 豊かな心と体を育む
　 　　　　      　教育の展開

3 さわやか相談員事業

４ 学校給食の充実 4
食育の推進事業
  （地元農産物を活用した給食の
    提供及び生産者との交流給食）

５ 特別支援教育の充実 5 特別支援員配置事業

３ 地域に根ざした教育の展開 １ 家庭・学校・地域の連携 6 学校応援団事業

２ 家庭などに対する支援 7 入学資金貸付事業

４ 家庭教育における
　 　　　　    　意識の向上

8 アウトメディア推進事業

２ 生涯学習を支える
　 　社会教育の充実

１ 学習環境と学習機会の充実 ２ 多様な学習機会の提供 9 地区生涯学習フェスティバル事業

４ 図書館サービスの充実 10 図書資料の貸出（予約）事業

６ 家庭教育の支援 11 家庭教育学級事業

２ 生涯学習推進体制の整備
２ 生涯学習に関する団体の
　 支援と地域の人材の活用

12 合宿通学事業

３ 既存建築物の耐震化 13 公民館等耐震補強事業

３ 青少年の活動機会
                        などの充実

１ 青少年の活動機会の充実 14 わらび学校土曜塾推進事業

２ 青少年野外活動施設など
   を活用した自然体験活動
   の充実

15 信濃わらび山荘管理運営事業

４ 芸術・文化活動の振興
２ 芸術･文化活動の発表と
　 　　　　　 鑑賞機会の充実

16 蕨市公募美術展覧会事業

５ 歴史・文化の保全と活用
２ 歴史民俗資料館における
　 　　　　　　　　 事業の充実

17 特別展等開催事業

６ 人権・平和意識の高揚 ３ 市民の平和意識の高揚 18 平和事業

１ スポーツ・レクリエーション
                      活動の推進

２ 多様なスポーツ・レクリ
       エーション機会の充実

19 スポーツ・レクリエーション推進事業

１ 生涯スポーツを
          推進する体制づくり

20 公共スポーツ施設予約システム事業

２ スポーツ団体の支援と
　 　　　　　地域の人材活用

21
スポーツ・レクリエーション
                              団体支援事業

２ スポーツ・レクリエーション
                推進体制の充実

３ どこでもだれもが
　  親しめる生涯
   スポーツの充実
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別紙議案第４３号

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

7 1 0 0 7 1 0 0

5 0 0 0 5 0 0 0

2 1 0 0 2 1 0 0

9 1 0 0 9 1 0 0

3 0 0 0 3 0 0 0

1 1 0 0 1 1 0 0

2 0 0 0 2 0 0 0

1 0 0 0 1 0 0 0

1 0 0 0 1 0 0 0

1 0 0 0 1 0 0 0

3 0 0 0 2 1 0 0

1 0 0 0 0 1 0 0

2 0 0 0 2 0 0 0

19 2 0 0 18 3 0 0

Ⅲ　事務事業点検評価の結果

Ⅳ　今後の取り組みについて

合　　計

担当課評価（総合評価） 外部委員評価　基本目標

　施　策

４ 芸術・文化活動の振興

５ 歴史・文化の保全と活用

６ 人権・平和意識の高揚

１ 教育内容の充実

３ 地域に根ざした教育の展開

１ 学びあい高めあう
　        学校教育の充実

２ 生涯学習を支える
　         社会教育の充実

３ どこでもだれもが親しめる
          生涯スポーツの充実

１ スポーツ・レクリエーション
                     活動の推進

　評価につきましては、各施策の目標が「達成されている」をＡ、「どちらかというと
達成されている」をＢ、「どちらかというと達成されていない」をＣ、「達成されてい
ない」をＤとする４段階の評価で行いました。
　全２１事業の外部委員評価は、下表のとおり、Ａ評価が１８事業、Ｂ評価が３事業と
なり、教育委員会が外部委員の評価に先立ち行った担当課評価と、同様の評価結果とな
りました。
　なお、外部委員評価では、目標達成に向けて、今後も各事業の改善や充実に取り組
み、より積極的に施策を推進・発展させるよう求める意見が多く見られました。

２ スポーツ・レクリエーション
               推進体制の充実

１ 学習環境と学習機会の充実

２ 生涯学習推進体制の整備

３ 青少年の活動機会
                     などの充実

　蕨市教育委員会では、今回の外部評価でいただいたご意見、ご助言を事業の改善に生
かしながら、『生きる力を育み　ともに学び　未来を拓く蕨の教育』の推進に取り組ん
でいきます。
　また、施策と事業の関連性について見直しを図るなど、より分かりやすく的確に市民
への説明責任を果たしていくことができるよう努めてまいります。
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実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 1
事 業 名 　学校図書館教育支援員事業

担当部署 　学校教育課

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　１　学びあい高めあう学校教育の充実

施　　策 　１　教育内容の充実

施策の展開・主な取り組み 　１　自ら学び自ら考える児童・生徒の育成

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　学校図書館教育の充実を図るため、図書の選書・学校図書館の整備・学校図書館を活
用した授業の支援を行う。

事業の内容
　学区内の小・中学校を巡回し、司書教諭や図書ボランティア等と連携をしながら、図
書に関する専門的な知識を基に学校図書館教育を支援する（図書の選書・学校図書館の
整備・学校図書館を活用した授業の支援）。

事業の対象 　蕨市立小・中学校

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

62.5
１校当たりの活動日数(日)

成果指標
6.19 7.85 8.00 8.49 Ａ 10.00

児童･生徒一人当たりの貸出冊数(冊)

活動指標
37.5 50.0 62.5 62.5 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 2,211,320 3,078,400 3,655,000

365,500
１校当たりの事業費(円)

施策に対する効果
　教育振興基本計画の施策の展開・主な取り組みに位置付けられている事業
であるとともに、学校図書館の充実という点で有効な事業である。

コスト指標
221,132 307,840 365,500 365,500 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 1,231,320 1,748,400 2,325,000 2,325,000

3,655,000

人件費 980,000 1,330,000 1,330,000 1,330,000

これまでの取り組みと成果について

　平成２５年度に支援員３名で開始された本事業は、平成２６年度より支援員の採用枠が５名に拡大され、平
成２７年度は小中学校２校に１名ずつ学校図書館教育支援員を配置することができた。支援員の業務は、主と
して、図書の選書、学校図書館の整備、学校図書館を活用した授業の支援を実施している。また、その他に
も、読書キャンペーンの実施や読書スペースの工夫などが行われ、各学校ともに学校図書館を利用した活動が
活発になってきている。

残されている課題について

　現在は、２校に１名ずつの配置のため、支援員が常駐している状況ではない。１校当たりの活動日数や勤務
時間を増やしていけば、学校図書館の環境をより充実させることができる。また、学校図書館教育支援員との
連携を促進し、図書室の授業における活用の充実を図っていきたい。

（前回評価結果）

Ａ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　学校図書館教育支援員の計画的な活用を図り、児童・生徒の有効な利用の
工夫を行うとともに、自由時間や夏休みの自由な利用も促進すべく、担任や
教科担当教員も学校図書館の活用に対して児童・生徒の関心を促してほし
い。／専門知識を有する支援員が、それぞれの子供に適した図書を紹介する
本事業は、児童・生徒自身が読書の楽しさに気付くことができ、学習の種と
なる思われるので、今後も継続していただきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　図書室の環境面の整備のほか、読書量増加に向けた活動も盛んになってき
ている。今後は、図書の選書や学校図書館の整備だけではなく、授業におけ
る活用についても進めていく。
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実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 2
事 業 名 　尐人数学級推進事業

担当部署 　学校教育課

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　１　学びあい高めあう学校教育の充実

施　　策 　１　教育内容の充実

施策の展開・主な取り組み 　２　蕨らしい魅力ある教育活動の展開

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　小学校の学級編制の人数を３５人程度以下とし、学級編制を尐人数化することによ
り、学級担任の目が行き届いたきめ細かな教育指導を実施する。

事業の内容 　市費により教員を採用し、小学校第３～６学年における３５人程度学級を実施する。

事業の対象
　小学校第３～６学年のうち、県の基準による学級編制を行った場合３５人を超える学
級

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

67３５人程度実施学級数
（３～６学年学級数合計）

成果指標 100
（市費実施学級数7）

100
（市費実施学級数5）

100
（予定数７）

100
（実施数7）

Ａ 100
（予定数５）３５人程度学級実施率（％）

活動指標
69 67 67 67 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 32,840,000 26,641,332 34,519,792

438,075
１学級当たりの事業費（円）

施策に対する効果
　事業開始から６年間が経過し、本事業は市全体で定着している。学級担任の目
が行き届くという点から児童の学習効果が高くなるため、事業の成果も大きい。

コスト指標
475,942 397,632 483,896 465,817 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 31,015,000 23,331,332 31,209,792 29,351,000

32,661,000

人件費 1,825,000 3,310,000 3,310,000 3,310,000

これまでの取り組みと成果について

　平成２２年度に、小学校第３・４学年における３５人程度学級を実施以来、平成２３年度には５年生に、平
成２４年度は６年生にまで拡大し、これまでの６年間で、３７名の市費教員を配置してきた。このことによ
り、学習指導・生活指導において、低学年との円滑な接続とともに、きめ細かな指導が行われている。
　また、市費教員、臨時的任用教員、新採用教員がともに学ぶ研修会を開催したり、学校訪問において学習指
導の方法を直接指導することにより、教員の資質向上に努めている。

残されている課題について

　ここ数年、市費教員の志願者が減尐傾向にあることから、採用時期や採用試験の内容、教員志望者への周知
方法等を見直す必要がある。教員志望者への周知については、市のホームページへの掲載や教員免許を取得で
きる大学に対する募集要項やポスターの送付を引き続き行っていく。

（前回評価結果）

Ａ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　市の独自施策として重要で、小学校のきめ細かな指導にとって有効であ
る。市費教員確保については引き続き努力し、研修、一般教員との交流など
質向上にも工夫をしていただきたい。／１学級３５人程度以下という尐人数
学級は、学校側（市側）の負担は高まるだろうが、これにより、児童たちの
学習の質の向上だけでなく、情操教育の面でも効果が期待されるため、今後
も継続していただきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
①広域の大学等への案内やポスター掲示を行い、多くの応募者の確保に努める。
②他市の人事担当者と情報交換をしたり、各校の管理職からの情報を基にしたり
して、資質の高い教員の採用に努める。
③指導主事等による市費教員の指導育成訪問を実施し、指導力の向上を図る。
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実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 3
事 業 名 　さわやか相談員事業

担当部署 　学校教育課

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　１　学びあい高めあう学校教育の充実

施　　策 　１　教育内容の充実

施策の展開・主な取り組み 　３　豊かな心と体を育む教育の展開

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　悩みや問題を抱える児童・生徒や保護者等の相談に応じることで、児童・生徒がもつ悩み
や問題を早期に発見し、学校・家庭・地域社会が連携してその解消を図り、児童・生徒の健
全な成長を促す。

事業の内容
　各中学校にさわやか相談員を１名ずつ配置し、校区内の児童・生徒や保護者等の相談に当
たるとともに、その悩みや問題を早期に発見し、スクールカウンセラー、教職員、保護者及
び地域の方々との連携を通して、その解消を図る。

事業の対象 　生徒・保護者及び教職員

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

8,798相談対象者数
（児童･生徒、保護者、教職員数）

成果指標
4,884 3,224 3,100 3,024 Ａ 3,100

相談延べ件数（件）

活動指標
8,997 8,833 8,802 8,801 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 6,852,420 7,470,094 7,562,704

2,468
相談１件当たりのコスト(円)

施策に対する効果
　児童生徒や保護者等の相談件数も多くあり、さわやか相談員のニーズは大
きい。

コスト指標
1,403 2,317 2,492 2,500 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 6,122,420 6,140,094 6,232,704 6,322,000

7,652,000

人件費 730,000 1,330,000 1,330,000 1,330,000

これまでの取り組みと成果について

　県の中学校配置相談員助成事業を受け、市内３中学校にさわやか相談員を一人ずつ配置している。配置された相談
員はそれぞれの資格や経験を生かしながら、意欲的に職務に取り組んでおり、不登校生徒の教室復帰や学習を補助す
る教室の運営にも中心的に関わっている。また、教育相談を中心に、校内教育相談部会への参加やスクールカウンセ
ラー、また今年度より新たに設置されたスクールソーシャルワーカー、さらには、市の教育センターや学区内小学校
との連携など、教育相談体制強化の推進役としても成果を上げている。

残されている課題について

　さわやか相談員の主たる業務は生徒や保護者、教職員の相談であるが、一方で不登校生徒や教室に入れない生徒へ
の対応も担っている。各学校ともに相談員１名体制のため、同時に複数の事案に対する対応は困難である。教職員、
スクールカウンセラー、スクール支援員等との連携が不可欠である。また、今年度より新たに設置されたスクール
ソーシャルワーカーとも連携を図りながら教育相談活動のさらなる充実を目指していきたい。

（前回評価結果）

Ａ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　さわやか相談員の相談業務について着実な成果を上げてきていると思われる。
他方で新たに設置されたスクールソーシャルワーカー、一般教員や保護者などと
の連携を心がけて、子供たちが相談しやすい態勢づくり、萌芽的段階でケアでき
るような環境づくりなど、周囲との協力関係の構築を期待したい。／不登校の多
くが中学生であるという実態から、予防の観点に立ち、小学校での対応にも、今
後、期待したい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　さわやか相談員は、各種相談だけではなく、不登校生徒の対応等、常に学校を
サポートしている。具体的には、不登校生徒の教室復帰や学習を補助する教室の
運営にも中心的に関わっている。また、配置中学校だけではなく、中学校区内の
小学校にもさわやか相談室の活用を促すなど、相談員が工夫しながら活動をして
いる。今後も、相談員連絡会においての対応を協議するとともに、教育相談体制
のさらなる充実を図る方策について検討していく。

6 



実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 4
事 業 名

　食育の推進事業
(地元農産物を活用した給食の提供及び生産者との交流給食)

担当部署 　学校給食センター

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　１　学びあい高めあう学校教育の充実

施　　策 　１　教育内容の充実

施策の展開・主な取り組み 　４　学校給食の充実

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　住宅密集地の市内で野菜が生産されていることを身近に感じることで、食生活が食に関わ
る人々の活動によって支えられていることについて理解を深めるともに、丹精込めて育てら
れた食材に感謝して、残さず食べようとする気持ちを育むことができるようにする。

事業の内容
　市内の農産物生産者の協力を得て、旬の野菜を使用した給食を提供する。また、生産者
が、当日の給食で使用される野菜について説明したり、児童と一緒に会食する交流給食を小
学５年生を対象に実施する。

事業の対象 　市内全小・中学校の児童・生徒及び小学校第５学年児童

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

2,200
農産物使用量（㎏）

成果指標
8 13 13 13 Ａ 13

提供回数（回）

活動指標
2,156 2,156 2,100 2,384 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 354,595 346,477 346,015

26,563
１回当たりの事業費(円)

施策に対する効果
　食に関する正しい知識や望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学校
給食を生きた教材として活用しながら食育の場を確保することは重要である。

コスト指標
44,324 26,652 26,616 26,616 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 84,595 87,477 87,015 86,322

345,322

人件費 270,000 259,000 259,000 259,000

これまでの取り組みと成果について
　平成１８年度より蕨農産物直売所の方々の協力により地場産野菜を使用した学校給食の提供が始まり、昨年度は使用頻度の高い
じゃがいも、玉葱を倍量生産してもらうことで、使用量を増やすことができた。また、「わらびの農産物を知ろう」、「食べ物に
感謝しよう」、「野菜を食べよう」などを給食だより等で取り上げて、食に関する指導を実施してきたこともあり、一人当たりの
食べ残しの量は年々減ってきている。
　交流給食では、じゃがいもの種や苗を見たこともない児童も多く、実物を見せながらの生産者の話に、真剣に聞き入る様子で、
会食中には多くの児童から質問が寄せられ、興味関心の高さが伺えた。

残されている課題について

　市街化の進展による農地の減尐に加え、生産者の高齢化や後継者不足という問題を抱えているが、今後も安定して
地場産野菜が使用できるよう生産者の理解・協力を求めていきたい。

（前回評価結果）

Ｂ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　魅力的な取り組みで、特に交流給食は生産者の顔が見える有益な活動である。
高齢者などを招き、調理した食事を一緒に食する家庭科や総合的な学習などの工
夫も考えられる。提供先を埼玉県全体に広げ、埼玉の農業や地理、環境などを学
ぶきっかけにできれば、いっそう有意義な取り組みになると思われる。／「食
育」は人として生きていく、生かされていることを深く考えることにもつながる
ため、とても重要なテーマであると考える。毎日の給食の中で実施されているこ
とは、有意義であると考える。今後も継続していただきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　今後も市内で採れた野菜を使用した学校給食の提供や交流給食を通じて、地域
の人々とのふれあいを深めたり、郷土愛や感謝の心を育む活動の充実に努める。
　また、地元産だけではなく、６月と１１月に実施する「彩の国ふるさと学校給
食月間」において、県内産の地場産物のいっそうの活用を図り、郷土食や地場産
食材についての理解を通して、ふるさとへの愛着を深める学校給食活動を推進し
ていく。
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実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 5
事 業 名 　特別支援員配置事業

担当部署 　学校教育課

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　１　学びあい高めあう学校教育の充実

施　　策 　１　教育内容の充実

施策の展開・主な取り組み 　５　特別支援教育の充実

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　各学校に在籍する特別な支援を必要とする児童･生徒に対し、個に応じたきめ細かな指
導・支援の充実を図る。

事業の内容
　市費により特別支援教育支援員を採用し、特別支援学級設置校及び特別な支援を必要
とする児童･生徒が通常の学級に在籍する学校に配置する。

事業の対象 　特別支援学級児童･生徒及び通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童･生徒

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

140
要支援児童･生徒数(人)

成果指標
0.08 0.08 0.08 0.07 Ｂ 0.07

対象者１名当たりの支援員の数(人)

活動指標
126 124 125 136 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 6,692,600 6,819,700 6,950,200

50,357
要支援児童･生徒数1人当たりの経費(円)

施策に対する効果
　通常学級における特別な支援を要する児童生徒に対して、個に応じた支援を行
うことができるという点から特別支援員配置事業の効果は大きい。

コスト指標
53,115 54,998 55,880 51,104 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 5,451,600 5,489,700 5,620,200 5,720,000

7,050,000

人件費 1,241,000 1,330,000 1,330,000 1,330,000

これまでの取り組みと成果について

　小・中学校への支援員の配置により、個に応じた配慮やきめ細かな生活の介助、安全確保、学習指導等の充
実が図られており、学級担任だけでは困難な個別の指導・支援が可能になっている。

残されている課題について

　通常学級における特別な配慮を要する児童･生徒の在籍者数は年々増加しており、これまで以上に需要が高
まっている。個に応じた適切な支援のできる支援員を配置するためにも、人材の確保が求められている。ま
た、学級担任等と連携を図りながら適切な支援ができるように、支援員の資質向上に努めなければならない。

（前回評価結果）

Ｂ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　特別な支援のニーズの増大に応じた施策であり、今後も拡充していく必要
性がある。他方、教室外、放課後や長期休暇期間に対応できるボランティア
などを養成し、家庭との協力による支援のあり方も検討課題といえる。／特
別な配慮を要する児童・生徒が多くなってきている実態を考慮すると、とて
も有用な事業であると考えられる。また、配慮の多様性も深まってきている
と思われるので、支援員の更なる知識・技術の向上を期待する。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　今後も、支援員の質的な充実を図り、特別な支援が必要な児童･生徒に対す
る十分な支援を行うためにも、広報などを活用し、人材の確保に努めてい
く。また、支援を必要とする児童･生徒の特性に合わせた支援ができるよう、
支援員の研修に努めていく。

8 



実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 6
事 業 名 　学校応援団事業

担当部署 　学校教育課

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　１　学びあい高めあう学校教育の充実

施　　策 　３　地域に根ざした教育の展開

施策の展開・主な取り組み 　１　家庭・学校・地域の連携

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　学校・家庭・地域社会が一体となって取り組みを推進し、学校の活性化と家庭や地域
の教育力の向上を図る。

事業の内容
　家庭・地域社会と協力した、各校における「学校応援団」組織による取り組みを実施
する。

事業の対象 　各学校（児童・生徒）及び学校に関わる家庭・地域社会の方々

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

45
延べ事業数（件）

成果指標
753 1,015 1,000 938 Ａ 1,000

各校応援団人数（人）

活動指標
39 45 45 42 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 468,050 435,200 1,045,700

1,138
1人当たりの事業費(円)

施策に対する効果
　学校応援団事業が定着しており、各小・中学校において多くの事業が実施
されている。学校・家庭・地域連携という視点から効果の高い事業である。

コスト指標
622 429 1,205 1,115 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 103,050 70,200 65,700 158,000

1,138,000

人件費 365,000 365,000 980,000 980,000

これまでの取り組みと成果について

　蕨市では県の学校応援団事業の先駆けとして学校ボランティア制度を取り入れ、現在は各学校のコーディ
ネーターを中心に学校ボランティアを充実・発展させて学校応援団としている。市内全小・中学校で学校応援
団が組織されており、教育環境の整備や児童・生徒の安全確保等、各活動に取り組んでいる。学校応援団事業
が始まってから１２年目となり、各小・中学校においても特色のある多くの事業が実施されている。

残されている課題について

　市内小・中学校における学校応援団の組織率は１００％となっており、各学校の実態に応じた活動が展開さ
れている。今後も引き続き各学校の特色を踏まえた活動を充実させていくためにも、学校だよりや懇談会等を
通じて、保護者や地域の方々に学校応援団を周知し、新たなボランティアを獲得していく必要がある。また、
各学校の取り組みを推進していく役目を担うコーディネーターの資質向上を図る必要がある。

（前回評価結果）

Ａ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　学校応援団の態勢の定着、事業の有効性は広く認められる。どのような「応
援」が必要か、各校で当事者が取り組みを評価し、負担の適正化によって、より
幅広く地域の高齢者などの参加を呼びかけ、参加する側にとってもやりがいや楽
しみのある活動を考えていく必要がある。／学校応援団事業の内訳の多くは小学
校であるという実態ではあるが、そのまま中学校でも活躍してもらえるよう、う
まく誘導できるような仕組み作りを検討していただきたい。学校応援団の活性化
により、学校・家庭・地域の連携が高まっていくことを期待する。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　これまでの取り組みにより、学校応援団事業は定着してきたが、今後も学校の
実態に応じた活動を推進していくためにも、その中心となるコーディネーターの
資質向上を図る研修への参加を呼びかけていく。また、学校応援団に登録する保
護者や地域の方々を増やしていくとともに、各学校が学校応援団を有効に活用で
きるようにしていく。なお、人件費については平成２７年度より変更となり増額
になっている。
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実績値

Ｂ

Ｂ

　相談件数が多かった割に貸付者数が尐なかったのは残念である。返還にも困難
があるケースが多く、難しい事業であるが、維持・継続していくべき制度であ
る。貸付後も定期的に通信し、借りることによって自分の目標を実現した経験談
を共有するなど、よりていねいな対応が求められるのではないか。／経済的事由
によって学習機会が損なわれてしまうのは残念なことであるため、本事業により
有能な人材に進学の機会を提供できることは有意義であると考える｡また､相談業
務においても成果を上げていることは評価できる｡今後も継続していただきたい｡

外
部
委
員
評
価

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　１　学びあい高めあう学校教育の充実

　３　地域に根ざした教育の展開

　２　家庭などに対する支援

評価コメント

活動指標

コスト指標

評価結果

相談件数(件)

成果指標

27 25 43

2 4

21

11

Ａ 30

7 Ｃ 11

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　経済的理由により入学資金の支払いが困難な保護者に対し、資金の貸し付けを行い、
教育を受ける機会を均等に与えること。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容 　高等学校、大学及び専門学校の入学資金の貸し付けをする。

担当部署 　教育総務課

事業番号 7
　入学資金貸付事業事 業 名

事業の対象 　蕨市民で、経済的な理由により、入学資金の支払いが困難な保護者。

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

貸付者数(人)

714,493 Ａ 991,182
貸付者１人当たりの事業費(円）

991,182

施策に対する効果

1,600,467 1,227,831

　貸し付けには､一定の条件を要するため､希望者全員への支援はできないが､相談の際にそ
れぞれの実情に合った制度の案内も行っている。実際に他制度の利用者より感謝の声をい
ただいていることなどから､貸し付けだけでなく､相談業務にも一定の成果があると考える｡

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

平成25年度
決算額(円)

決
算
額
の
状
況

年　度

3,511,325 3,601,453 9,503,000

1,400,000 1,400,000 1,400,000人件費 1,400,000

事業費 1,800,933

Ｂ
　子供たちが等しく教育を受ける機会が得られるよう、今後も事業を継続し
ていく。相談者や貸付者を増やすにはより積極的なＰＲが必要である。これ
までの広報活動に加え、ケーブルテレビを活用して周知を図るなど、新たな
手法を検討していく。

　貸付額は近隣市と同程度もしくは高めに設定されているため、現時点での見直しは考えていないが、教育を
受ける機会を均等に与えるという事業の理念を生かせるよう、制度のあり方について、今後も国の方針や経済
の動向に注視し検討を進めていく。また、こうした貸付制度においては、返還金の滞納整理が課題となる。そ
の対策の一つとして、貸付者には、平成25年度より口座振替をご利用いただいている。さらに、申請時点から
相談を重ね、より細やかな返済計画を立てるなど、新たな滞納者を出さないよう心がける必要があると考える｡

合　計 3,200,933 4,911,325 5,001,453 10,903,000

　制度の周知に向けて、これまで、年間を通じて市ホームページや広報紙に概要を掲載するとともに、市内公
立中学校に通う３年生の保護者へは学校経由で案内の配付を行ってきた。更に平成27年度からは、市内の全中
学校・高等学校に市教育委員会作成のポスターやチラシを設置し、いっそうのＰＲを図った。こうした要因も
あり、相談者数が前年度比約1.7倍に増加した。また､相談の際には、内容や時期に応じて、蕨市以外の制度に
ついても紹介するなど、経済的な理由により入学資金の支払いが困難な保護者への支援を多面的に進めている｡

これまでの取り組みと成果について

Ｃ

（前回評価結果）

残されている課題について

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

10



実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 8
事 業 名 　アウトメディア推進事業

担当部署 　学校教育課　（生涯学習スポーツ課）

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　１　学びあい高めあう学校教育の充実

施　　策 　３　地域に根ざした教育の展開

施策の展開・主な取り組み 　４　家庭教育における意識の向上

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　子供たちの健やかな成長のために、蕨市アウトメディア宣言に基づき、学校、家庭、
地域の方々が連携しながらアウトメディアの取り組みを進める。

事業の内容
　学校、家庭、地域の方々が連携しながらアウトメディアの取り組みを進めるために、
学校関係者や各団体関係者、地域の方々が集まり活動実践報告や講演を行うアウトメ
ディア推進大会や、小学生を対象にした将棋大会を開催する。

事業の対象
　アウトメディア推進大会…学校関係者、各団体関係者、市民
　小学生将棋大会…蕨市内小学生

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

2
事業数（回）

成果指標
152

215
(155+60)

240
(160+80)

219
(141+78)

Ａ
240

(160+80)参加者数（人）
（推進大会、将棋大会合計）

活動指標
1 2 2 2 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 1,859,840 2,386,610 2,434,686

10,160
参加者一人当たりの事業費（円）

施策に対する効果
　本事業の目的は、教育振興基本計画の施策（地域に根ざした教育の展開）
に結びつくものであり、事業の必要性が高い。

コスト指標
12,236 11,101 9,999 11,117 Ｂ

平成28年度
予算額(円)

事業費 39,840 76,610 124,686 128,580

2,438,580

人件費 1,820,000 2,310,000 2,310,000 2,310,000

これまでの取り組みと成果について

　アウトメディア推進大会は、蕨市アウトメディア宣言を制定した平成２３年度第１回蕨市アウトメディア推
進大会以降、学校、家庭、地域の方々が連携しながらアウトメディアの取り組みを進めるために毎年１回開催
し、活動実践報告や、講師による講演会を実施している。小学生将棋大会については、児童に対するアウトメ
ディア推進の一環として開始され、平成２８年度で３回目の開催となる。今年度は新たに小・中学生の携帯電
話・スマートフォンに関するルールを策定し、その啓発及び検証をしていく予定である。

残されている課題について

　アウトメディアに関する事業は、本市において重要施策の一つであり、アウトメディア推進大会や小学生将
棋大会もアウトメディア推進の中核となる事業である。平成２８年度はアウトメディア推進大会、将棋大会の
さらなる充実と新たに小・中学生の携帯電話・スマートフォンに関するルールを策定し、学校・家庭・地域や
関係機関と連携し啓発・検証へと進めていくことが課題である。

（前回評価結果）

Ａ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　市の子供施策として力を入れていくべき、発信力のある事業である。中核事業としての
小学生将棋大会は、開催方法や関係ボランティアの協力などの工夫をして高齢者から子供
たちまでが参加できる魅力的な事業に広げていくことでアウトメディアの意義を市民全体
が共有していくよう工夫の余地がある。メディアの弊害、賢い活用について小・中学生自
身が話し合う場を設けることも必要である。／アウトメディア推進事業の必要性も理解し
たうえで、世の中のIT化の流れとのバランスをとる必要もあると考える。完全なる「アウ
ト」ではなく「適切な」メディアとの付き合い方を考え、実践できる環境づくりが必要と
考える。児童・生徒主体で作るルールの運用に期待したい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　蕨市のアウトメディアに関する取り組みを推進していくためにも、本事業
を継続して実施していく。今年度作成する小・中学生の携帯電話・スマート
フォンに関するルールを啓発及び検証し、学校、家庭、地域の方々が連携し
ながらアウトメディアの取り組みを進められるよう、本事業を充実させてい
きたい。
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実績値

Ａ

評価コメント

Ａ

18,239

253

19,340 Ａ 17,000

232 Ａ 234

324

平成25年度
決算額(円)

735,000 630,000700,000 700,000

活動指標
299

外
部
委
員
評
価

評価結果

施策に対する効果
　公民館を利用したことがない市民に対して学びの良いきっかけ作りとなっており、市民が生涯学習活動の成果を発
表する場、学ぶ楽しさ大切さを伝える場としても一定の効果を上げている。また、市民・行政・地域団体が一体と
なって協働し事業を実施することで、地域交流の場としても大きな役割を果たしている。

360
発表団体の数（件）

成果指標
17,172 17,762

事業費

延べ来館者数(人）

91 95

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　公民館で活動する芸術文化に関わる利用団体やクラブに対し、活動の成果を発表する
機会の充実や市民の創作意欲のさらなる活性化を図るとともに地域住民との交流とふれ
あいを深める。

教育振興基本計画
での位置付け

事業の内容
　公民館を拠点に活動している団体やクラブが日頃の活動の成果発表や作品の展示など
を行うための場及び市民のニーズにあったテーマの学習や学びを生かす機会を提供す
る。

　地区生涯学習フェスティバル事業事 業 名

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

　１　学習環境と学習機会の充実

　２　多様な学習機会の提供

事業の対象 　生涯学習・地域団体及び市民

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

コスト指標

395338

合　計

これまでの取り組みと成果について

1人当たりの事業費(円）

1,560,000 1,680,000 4,494,000 3,982,000

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

決
算
額
の
状
況

年　度

人件費 860,000 980,000 3,759,000 3,352,000

Ａ

　蕨市の活発な生涯学習・公民館活動の中心事業として成果を上げている。公民館利用層
の固定化の傾向を改善するうえでは、子供・若者が参加する企画の工夫が重要であろう。
放課後子ども事業や学校との連携による企画枠を設けて、公民館だけではなく、地域の
フェスティバルとして取り組む工夫もありうる。草花・野菜の販売やリサイクル市場な
ど、一般市民が足を向ける場を設けることも考えられる。／公民館が主体となって地域を
活性化する柱の事業であるため、今後においても継続性が重要であると考える。参加団体
の高齢化、固定化の課題を何とか克服できる策を検討いただきたい。今後の事業の継続、
展開に期待したい。

担当部署 　公民館

事業番号 9

　ここしばらくの間、公民館で活動している各団体の会員の高齢化、固定化傾向が続いており、会員数も減尐
しつつある。参加者の年齢層が高齢者中心と日頃の公民館の利用者層と一致しているため、幅広い年齢層の参
加を促すような工夫や日頃公民館を利用していない層にも効果的なＰＲ方法等を模索しつつ新たな利用者層の
掘り起こしに継続して努めていきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　平成２７年度は比較的天候に恵まれたこともあり、発表団体の数及び来場者と
も目標を上回ることができた。
　今後も利用者や地域の団体などの活動成果の発表の場としてはもちろんのこ
と、参加者体験型イベントの開催、子供が主体的に参加できる催しや時流にあっ
た展示や講演会の企画、事業のＰＲ、そして団体活動の支援を通して公民館活動
の輪を広げる取り組みを行っていく。

（前回評価結果）

Ｂ

　各地区の住民と公民館利用団体やクラブ等で実行委員会を組織して「地区生涯学習フェスティバル」を開催し、活動の成果発表
や交流の場を提供している。２７年度は来館者数は８％増、発表団体の数は２割強増加し、多様な団体との連携のもとに事業を実
施することができた。２８年度は耐震工事による北町公民館の休館に伴い参加者数等の減尐が見込まれるが、昨年度は講演会テー
マ等を工夫することにより幅広い年齢層の集客効果があったこと等を踏まえて、今年度もより参加者満足度の高いフェスティバル
実施を目指していきたい。フェスティバル事業は広く公民館利用団体の活動成果を地域の人にも周知できる点、団体に属していな
い個人の方でも気軽に参加できるという点でも生涯学習の活性化に大きく寄与している。

残されている課題について
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実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 10
事 業 名 　図書資料の貸出（予約）事業

担当部署 　図書館

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　２　生涯学習を支える社会教育の充実

施　　策 　１　学習環境と学習機会の充実

施策の展開・主な取り組み 　４　図書館サービスの充実

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　図書資料の貸出を通して、高度化、多様化する情報をより多く提供することにより、
市民の教育と文化の発展に寄与する。

事業の内容
　図書資料の貸出は、来館で図書資料の貸出を行うほか、パソコン等でインターネットを経由して予約申し込
みを行い、本館または分館で貸出する。本館及び分館において未所蔵かつ市外の県内公立図書館で所蔵してい
る図書資料は、県内公立図書館ネットワークの相互貸借制度により貸出を行う。

事業の対象
　市内に在住在勤（在学）する者のほか、川口市、戸田市、草加市及びさいたま市に在
住在勤（在学）する者。

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

10,800
年間実利用者数（人）

成果指標
332,067 340,954 354,000 354,059 Ａ 360,000

年間貸出件数

活動指標
10,107 9,945 10,800 10,048 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 79,756,000 84,620,000 75,417,056

195
貸出１件当たりの事業費（円）

施策に対する効果
　世代に応じた市民が必要としている図書資料や情報を容易かつ迅速に提供できるよ
う取り組んでいることで、学習環境及び学習機会の充実の一役を担っている。

コスト指標
240 248 239 213 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 42,526,000 48,920,000 33,417,056 33,851,000

70,053,000

人件費 37,230,000 35,700,000 42,000,000 36,202,000

これまでの取り組みと成果について

　平成13年度に図書館情報検索システムを導入し、インターネット経由での蔵書検索や図書資料等の貸出予約を開始
し、平成19年度に本館以外にも分館で事前に予約した図書資料を貸出できるサービスを開始した。また、平成23年度
にホームページを見やすく改善し、平成26年3月に図書館情報検索システムをリニューアルしてウェブ予約機能の強
化、貸出延長の対応、携帯電話・スマートフォンへの対応を開始するとともに、市役所と公民館で「新着図書案内」
の配布を開始したことで、図書資料の年間貸出件数（延べ貸出件数）は年々増加傾向にある。

残されている課題について
　年間貸出件数は平成25年度以降増加傾向であるが、年間実利用者数はほぼ横ばいとなっており、平成28年度は市民体育館耐震補
強等事業の実施により北町分館が7月から1年間休館となるため、年間貸出件数への影響が懸念されところである。さらなる利用の
拡大を図るためには、図書館で閲覧や貸出のできる図書資料等の積極的な周知はもとより、図書館情報検索システムのより積極的
な活用が図られるための周知等にも尽力する必要がある。また、利用者の約半数を占める社会人・親子に配慮した選書やサービス
の提供をさらに進めるとともに、新規利用者の掘り起こしにつながるよう、さらなる広報の充実や貸出数の上限見直しなどの課題
がある。

（前回評価結果）

Ａ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　予約システムのIT化でサービスの態勢は大幅に拡充された。今後は利用者の継続性と新
規利用者を増やす方策に力を入れていくことが課題である。学校図書館との連携を充実さ
せるとともに、文化的なイベント、目の不自由な高齢者にとっても楽しみを見い出せる図
書館利用など、ニーズに応じた文化的機能を付加していくことも必要であろう。／イン
ターネットを活用した図書資料の貸出予約事業は、時代にマッチした事業であり、それが
年間貸出件数の増加という形で見て取れる。図書館の稼働率向上にも寄与していると考え
られる。今後も本事業を継続していただきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　成人及び高齢者向けには、利用者のニーズに応じた選書、レファレンス等の図書館
サービス向上に努めるとともに、より潜在的な利用者の発掘につなげるための周知の
推進に取り組んでいく。また、団体貸出による読み聞かせ等の機会の促進、小学校の
総合的な学習での施設見学、学校図書館との連携及び図書館主催行事など、あらゆる
機会を通じて、蔵書に対する児童書の割合が県下でも高いという特色を生かし、幼尐
期からの図書館利用のさらなる促進を図っていく。
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実績値

Ａ

評価結果

228

外
部
委
員
評
価

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

　１　学習環境と学習機会の充実

　６　家庭教育の支援

評価コメント

224

5,600

733

活動指標
147

事業の対象
　乳幼児をもつ親（2･3歳児の保護者と特定した講座が中心であるが、1～3歳児というよ
うに年齢の幅をもたせたもの、1歳児、2歳児と対象を絞ったものもある）

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　子供たちの健やかな成長、発達を促すため、家庭教育に関する学習機会を提供し、家
庭の教育力向上と保護者同士の交流や情報交換できる場など、子育てしやすい環境づく
りを目的とする。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容
　サロン方式や、リトミック、応急処置、工作、調理、クリスマス会などの季節イベン
トなど様々な事業を通して、乳幼児をもつ保護者の家庭教育の学習機会の充実を図る。

　家庭教育学級事業事 業 名

Ａ 209
７館の家庭教育学級回数

成果指標
3,853 5,593 5,343

223

Ａ 5,225
事業に参加した延べ人数

施策に対する効果

930 693

 子育ての不安感の解消や交流の場として参加者同士の情報交換や仲間づくりなど横のつな
がりを図り、参加後もボランティアや地域活動に協力いただくなど、地域力・家庭教育力
の向上に寄与している。

764 Ａ 758
参加者一人当たりの事業費（円）

コスト指標

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

事業費 1,606,450 1,788,375 1,967,403 2,005,150

Ａ

残されている課題について

人件費 1,974,921 2,086,000 2,114,000 1,953,000

合　計 3,581,371 3,874,375 4,081,403

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

3,958,150

平成26年度
決算額(円)

Ａ

　家庭教育学級は乳幼児をもつ母親を対象とする基礎事業として定着しているが､家庭の実態の多様
化､家庭教育学級という名称自体が若い母親のセンスに合うのかどうか､時代の変化にも目を向けた改
善･工夫も求められる｡保健所や医療･心理学専門家とタイアップした講演･相談･体験交流会､働く母親
の夜･休日のつどい､進学･受験期の子供たちの課題を取り上げる講座､母親サークルの企画など､参加者
層､テーマを広げることも考えていく必要があろう。／本事業は主に乳幼児の親を対象として行われて
いる実態であるとのことで､その方々は､その後､小･中学校でのPTA活動に活躍の場を移していく実績か
ら鑑みると､本事業は､一度離れた市民をあらためて地域活動に呼び起こす起爆剤的な側面を持つとて
も重要な事業である｡今後も内容のさらなる充実を図りながら､継続していただきたい｡

担当部署 　公民館

事業番号 11

　対象者が減尐しているうえ、児童センターなど他の課所で行われる子育て講座と内容や受講者が重複していること
や、未就園児を対象としたプレ幼稚園への参加者が増えてきていることもあり、家庭教育学級への参加率が低くなっ
ている館もある。また、核家族化、共働き世帯、ひとり親など、子育て環境が大きく変化しているため、多様化した
家庭に対応した事業の在り方を検討していく必要がある。今年度は、北町公民館の改修工事により事業が実施できな
い期間の北町地区の対象者への対応や、今後、関係課所とどのように連携を図っていくかも検討課題である。

　全公民館とも家庭教育学級は事業の柱に位置付けている。２･３歳児の保護者を対象にしたものが中心である
が、対象を広げたり、年齢を低くした講座など年々充実してきている。子育てに必要な多様なメニューが主流
だが、同一の講師による連続講座のところもあり、それぞれ館の特色を出している。さらには、専門的な学習
講座や保護者が自由に参加できる子育て広場なども定着し、情報交換、交流の場として充実してきている。

これまでの取り組みと成果について

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　各館や関係機関と連携を取りながら、参加者のニーズに合った内容の検討
や、参加できない保護者への情報提供方法の充実を図り、保護者同士のネッ
トワーク作りや地域活動への支援など子育て環境をより充実させる。また、
主に３歳児以下の子の保護者を対象に開催しているが、入学前・学齢期の子
を持つ保護者を対象とした講座の開催なども検討していきたい。

（前回評価結果）
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実績値

Ａ

評価コメント

Ａ

690

8,190

792 Ａ 658

7,981 Ａ 8,617

34

平成25年度
決算額(円)

1,075,000 890,0001,084,402 1,100,000

活動指標
32

外
部
委
員
評
価

評価結果

施策に対する効果
　事後アンケートにより参加児童からは「みんなで協力して食事づくりができた」「学年を超えた友達
ができた」、保護者からは「子供が家の手伝いをするようになった」など、参加児童の自主性や協調
性が育まれていることが伺える。

28
合宿通学実施日数(日)

成果指標
642 642

事業費

延べ参加人数(人)

11,012 8,190

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　親元を離れ、地域と触れ合う共同生活のなかで、自ら考え、判断し、行動する力を養
い、家庭の大切さや感謝の気持ち等を理解し、｢生きる力｣を育む。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容
　学校･家庭･地域の連携･協力のもと、公民館で約１週間、異学年の子供同士が助け合
い、掃除や洗濯、食事作りなどの生活体験を行いながら通学する。

　合宿通学事業事 業 名

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

　２　生涯学習推進体制の整備

　２　生涯学習に関する団体の支援と地域の人材の活用

事業の対象 　市内在住在学の小学４年生から６年生まで

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

コスト指標

3535

合　計

これまでの取り組みと成果について

１人当たり事業費(円)

7,068,954 5,258,000 6,321,298 5,669,878

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

決
算
額
の
状
況

年　度

人件費 5,984,552 4,158,000 5,246,298 4,779,878

Ｂ

　子供たち・保護者の期待も大きい事業で、長年取り組んできた実績がある。改善方法を
検討して継続の方向を見出してほしい。宿泊日数の軽減、夏休み子供合宿など企画内容の
多様化、体験学習としての位置づけなど、あらためて、子供たちにとって魅力ある事業の
在り方について過去の参加者の中・高校生などの意見も聞きながら検討するよう願いた
い。／一部の利用者からは、「修学旅行よりも楽しかった」とうコメントが聞かれるよう
に、参加者自身の充実感・達成感は相当なものであると考えられる。運営面に課題が残る
とのことであるが、そこは公民館だけで解決しようとせず、地域との連携の中で解決の糸
口を見つけていただきたい。今後においても、ぜひ継続していただきたい事業である。

担当部署 　公民館

事業番号 12

　夜間警護や食事作りをはじめ、集団生活になじまない児童の受け入れや食物アレルギーの対応など、事業をサポートする側の負
担が非常に大きく、特に大学生指導員の確保が難しくなってきている。こうした状況も影響し、当事業に関する職員のかかわりも
増えている。参加児童に関しては、合宿通学期間の中盤ごろから疲れもたまりがちになることから、体調不良を起こす児童の対応
も必要となってくる。環境面では、公民館の近くに買い物のできる場所がなかったり、銭湯がなくなったりするなど、従来どおり
の実施が難しい地区が出ている等、年々事業運営が難しくなっている状況にある。
※北町公民館は耐震・改修工事を行うため平成２８年度の開催予定なし。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ｂ
　非常に意義のある事業である反面、児童の受け入れ可能人数が各館概ね２０人程度とい
う状況と､事業費や事業にかかわるボランティアスタッフの人数等の手厚さ､定例利用団体
が特に活動を行いたい時期に公民館の利用を完全停止しての実施､数字や表面に表れない現
場･地域団体の負担感の声が根強い点などの状況を踏まえると､他の公民館事業と比べ､費用
対効果は低く､更に合宿通学を開催するに当たっての環境を整えることが難しいことから､
今後は単なる継続ではなく状況に見合った事業へと形態を変えていく必要がある。

（前回評価結果）

Ｂ

　さまざまな人と触れ合い、お互いが協力し合って過ごした合宿通学の経験を日常生活に役立て、さらには地
域に還元しようと、元参加児童が大学生指導員として事業に協力するようになってきている。また、地域ボラ
ンティアや学校関係者、地域の大学生指導員等が連携を取り事業を行うことで、地域の教育力向上に寄与して
いる。

残されている課題について
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実績値

Ａ

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業番号 13
事 業 名 　公民館等耐震補強事業

担当部署 　公民館

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標 　２　生涯学習を支える社会教育の充実

施　　策 　２　生涯学習推進体制の整備

施策の展開・主な取り組み 　３　既存建築物の耐震化

平成28年度
目 標 値目標値

事業の目的
　公民館(コミュニティ・センター)は、災害時の避難施設であり、中枢防災拠点と避難
所を結ぶ役割もあり、防災施設としての安全性を向上させる。

事業の内容 　施設の耐震化

事業の対象 　公民館の施設

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況

2
耐震補強事業実施中の公民館の数

成果指標
42.9 42.9 71.4 71.4 Ａ 85.7

公民館の耐震化率(％)

活動指標
3 3 4 4 Ａ

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

合　計 7,122,500 8,004,375 31,269,953

73,760,000
耐震補強事業費(円)

施策に対する効果
　災害時に拠点施設となる公民館の耐震化を図り、災害に強いまちづくりを
進める。

コスト指標
6,772,500 7,654,375 43,375,000 30,919,953 Ａ

平成28年度
予算額(円)

事業費 6,772,500 7,654,375 30,919,953 73,760,000

73,970,000

人件費 350,000 350,000 350,000 210,000

これまでの取り組みと成果について
　公民館７館のうち、昭和５６年以前に建てられた５館（東・西・南・北町・中央公民館）が対象である。そのうち平成２５年度
に東・西・南公民館の耐震診断を行ったところ西公民館は耐震補強の必要なしとの診断結果であった。翌２６年度には東・南公民
館の耐震補強等工事設計と北町公民館(併設の市民体育館含む･以下同様)の耐震診断を行った。さらに平成２７年度は東・南公民
館の耐震補強等工事・北町公民館の耐震補強等工事設計・中央公民館の耐震診断を行った。平成２８年度には北町公民館の耐震補
強工事と中央公民館の工事設計を、また平成２９年度には中央公民館の耐震補強工事を予定している。
＊上記の費用・経費は公民館予算分のみで作成（事業費・人件費とも中公併設の市民会館･勤労青尐年ホーム、北公の体育館･児童館分は含んでいない）

残されている課題について

　平成２８年度に北町公民館の耐震補強等工事と中央公民館の耐震補強等工事設計を、平成２９年度に中央公
民館の耐震補強工事を行う予定で、これをもって公民館の耐震補強事業は完了する予定。各館とも老朽化して
いることや、バリアフリーになっていない館もあることから、今後も施設設備の機能復旧とともに災害時に避
難場所となることを想定した施設設備の改修や、より使いやすい施設への取り組みを継続して行う必要がある｡

（前回評価結果）

Ａ

外
部
委
員
評
価

評価結果 評価コメント

Ａ

　公民館すべてが耐震化されることになり、安全・安心な市民の活動拠点と
なっていくであろう。ハード面についての市民への広報とともに、今後は防
災・環境問題の講座、地域団体との連携など、市民が防災への関心を高める
上でも公民館の役割を期待したい。／公民館は、災害時には避難所となる施
設であるため､耐震補強が進められていることに､一市民として安心している｡
今回の耐震補強を契機として、建物の定期的な診断、補修を行い、いつでも
市民が安心して利用することができる施設として保ち続けていただきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　公民館の耐震化事業は、今後も計画的に進め、平成２９年度をめどに完了
する予定である。今後とも事業関係部局との連携を図りつつ、円滑で確実に
事業が完了するよう努めたい。
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実績値

Ａ

　３　青尐年の活動機会などの充実

　１　青尐年の活動機会の充実

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

これまでの取り組みと成果について

4,828,317 6,259,000

人件費 2,020,000 1,810,000 2,380,000

7,208,317 8,639,000

　参加児童や保護者からは下記成果欄に記載したような意見が寄せられてお
り、事業目的の達成に一定の効果があったと判断できる。

合　計 4,512,758 7,649,702

2,380,000

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

事業費 2,492,758 5,839,702

外
部
委
員
評
価

　事業終了時のアンケートでは、参加した児童からは「家よりも集中して勉強できた」「丁寧に教えてくれるので、
分かりやすかったし、勉強も分かるようになった」といった意見が、また保護者からは「土曜日の午前中を有意義に
過ごすことができた」「家でも自主的に勉強するようになった」などの意見が寄せられている。
　通年での希望者が多いことから、平成27年度からは全小学校区で通年登録(26年度までは学期ごとの登録)とした。
また、夏休み中の宿題や自主学習に対応するために、各小学校区とも夏季休業期間中に1～2回開催した。

残されている課題について

　学校区によっては定員を大きく満たさない所もあり、より効果的な事業の周知方法について検討する必要が
ある。反対に、人数増により教室が手狭になっている所もある。
　事業開始から４年目となり、当初から関わっているスタッフの中には辞任を考える人も出始めたので、後進
の確保や人材の育成等に努めていきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　参加児童や保護者からの意見からは、「学ぶ楽しさを教え、学習習慣の定着や
基礎学力の向上を図る」という事業目的の達成に一定の効果があったものと判断
できる。各小学校区とも児童が学習に意欲を持つように、自主学習以外のプログ
ラム（科学豆知識コーナー、100マス計算の競争等）を工夫して実施しているの
で、事例発表等を通じて情報交換を行い、より魅力的で効果的な学校土曜塾に発
展させていきたいと考える。

（前回評価結果）

Ｂ

評価結果 評価コメント

Ａ

　子供たちのニーズに合う重要な取り組みで、学習支援の側面とともに学習場所の提供と
いう面でも有意義である。長期休暇中は土曜でなくともよいので、週2回ぐらい実施できる
ように実行委員会と学校応援団などとの連携によって定着させることが課題であろう。／
本事業に参加する児童が増えることで、地域としての学習力の底上げにつながると考え
る。学習面での差が出ないよう、一部の地域では公民館を利用し、中学生を含めた補習等
の対応をされるボランティア団体がいると聞いている。より難易度が上がるかもしれない
が、中学生を対象とした事業展開・拡大が期待される。

58,769
参加登録者1人当たりの経費(円)

コスト指標
39,241 45,807 58,421 49,372 Ａ

152
開設日数

成果指標
115 167 140 146 Ａ 147

151

参加登録者数（人）

活動指標
54 131 147 Ａ

平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

施策に対する効果

平成２８年度　事務事業点検評価シート

担当部署 　生涯学習スポーツ課

事業番号 14

事業の目的
　地域及び家庭が連携協力し、子供たちの自主学習及び体験学習等を通して学ぶ楽しさ
を教え、学習習慣の定着及び基礎学力の向上を図る。

事業の内容
　土曜日に小学校施設を使用し、子供たちの自主学習（宿題、課題等）の支援や、体験
学習等を行う。運営は各小学校区に設置した実行委員会で行う。また、スタッフは元教
員や大学生、地域の方が務める。

　わらび学校土曜塾推進事業事 業 名

事業の対象
　実施する小学校に在籍する３学年から６学年の児童
　※平成２５年度は３小学校区（東・西・南小）、２６年度から全７小学校区で実施

事業の目標 平成25年度
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実績値

Ｂ

Ａ

　施設修繕と企画の工夫で、施設の有効活用の面で成果を上げてきた。古民家活用も
興味深い。川上村との連携で企画内容をより現地密着化すること、村の生産者や高齢
者・子供たちとの交流、農業体験など、相互互恵による交流発展の拠点として今後も
知恵を出していく余地がある。／信濃わらび山荘は蕨市が持つ魅力的な資源の一つで
あると考える。より高い稼働率の実現のために市民の利用はもちろんであるが、市外
からの利用者増加に向けた策を検討いただきたい。現状の維持管理に加えて、さらな
る魅力発信を検討いただきたい。

事業費 22,044,000

10,288
利用者一人当たりの事業費(円)

外
部
委
員
評
価

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

　３　青尐年の活動機会などの充実

　２　青尐年野外活動施設などを活用した自然体験活動の充実

評価コメント評価結果

施策に対する効果

9,357 10,732

　施設の継続的な修繕やツアーの企画等により一定の効果はみられるが、新
規利用者の獲得や満足度アップに、まだ伸びしろがあると考える。

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

205
開館日数

成果指標
2,512 2,470 2,706 Ａ 2,800

利用延べ人数（人）

198

2,800

10,896

活動指標
212 212

コスト指標

198 Ａ

10,073 Ａ

26,508,625 27,256,552 28,807,000

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　恵まれた自然環境の中で、集団宿泊による野外活動を通じて、青尐年の健全な育成を
図るとともに、市民の憩いの場を提供し、健康の増進を図る。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容 　野外活動ができる施設の提供。

事業の対象 　青尐年団体・一般市民及び市外の方

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

担当部署 　生涯学習スポーツ課

事業番号 15
　信濃わらび山荘管理運営事業事 業 名

（前回評価結果）

Ｂ

　施設面では、平成２４年度テラスデッキの全面改修工事を実施、平成２６年度にはボイラー設備の交換や樹
木剪定を実施し、平成２７年度には管理棟のデッキ改修工事を行った。また、参加者から好評を得ている「山
菜まつり」「親子レタス朝採り体験教室」「トレッキング・ツアー」「高原の澄んだ空気と音楽を楽しむ会」
を引き続き実施している。なお、２８年度の「親子レタス朝採り体験教室」では、レタス採りだけでなく、川
上村ならではの体験プログラムをツアーに入れての開催を計画している。

これまでの取り組みと成果について

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

残されている課題について

人件費 2,590,000

　青尐年健全育成のために建設された施設であるため、二段ベッドなど高齢者にとって利用に不自由な面もあ
るが、安全で清潔な施設づくりや魅力的な企画、周辺観光情報の提供などを通じて山荘滞在を楽しんでいただ
くため、引き続き工夫が必要である。
　また、団体の利用を増やしていくことも課題の一つであるため、川上村との連携しながら、利用の拡充を
図っていきたい。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　事業推進計画（平成２７～２９年度）を基に山荘の資源を生かした管理・
運営に取り組んでいく。
　２７年度は、特にキャンプ利用でのリピーターが増加傾向にあった。今後
も幅広い年代に繰り返し利用していただけるよう、周辺環境を含め、施設の
魅力の発信に努めていきたい。

23,033,625 24,456,552 26,007,000

3,475,000 2,800,000 2,800,000

合　計 24,634,000
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実績値

Ａ

Ａ

　毎年企画内容を改善し、より市民主体となる美術展を目指してきた。学校との連
携、小・中学生の参加促進は特に重要な視点である。漫画・アニメ部門を入れたり、
別枠で幼児の作品を募集したり、プロの美術家の講演会を開くなど、広く親しまれる
面と高い質を求める面の双方を大事にしながら継続していただきたい。／美術・芸術
活動を行う市民にとって、このような発表の機会があることは、活動の目標となり、
とても有用であると考える。出品される美術・芸術作品の幅や深みが出されることを
期待する。今後も継続していただきたい。

事業費 226,820

978
来場者１名当たりの事業費（円）

外
部
委
員
評
価

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

　４　芸術・文化活動の振興

　２　芸術・文化活動の発表と鑑賞機会の充実

評価コメント評価結果

施策に対する効果

852 924

　蕨市文化協会から事業内容について様々な提案がなされ、「市民でつくる
美術展覧会」が定着してきた。展示作品数は概ね増加傾向にある。

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

256
展示作品数

成果指標
1,200 1,100 1,100 Ａ 1,200

美術展観覧者数

265

1,200

853

活動指標
226 265

コスト指標

256 Ａ

1,071 Ｂ

1,016,232 1,178,060 1,173,990

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　広く市民の美術への理解と創造力の啓発を図り、豊かな人間性を養い、郷土文化の振
興に寄与する。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容
　蕨市・蕨市教育委員会・蕨市文化協会が主催。応募作品について審査を行い、入選作品の
展示を行う。なお、審査のうえ、優秀な作品には褒賞を行う（知事賞、市長賞、教育長賞、
文化協会会長賞等）。また、招待作品（片品村や市内中学生の作品）の展示も行う。

事業の対象
　作品の応募は、市民及び市内在勤在学者で１６歳以上の者又は蕨市内の文化団体会員
　展示期間中の観覧は自由（入場無料）

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

担当部署 　生涯学習スポーツ課

事業番号 16
　蕨市公募美術展覧会事業事 業 名

（前回評価結果）

Ａ

「市民でつくる美術展覧会」意識の醸成、若年層への芸術の浸透を図るため、以下のような取り組みを行った。
平成24年度　会場を文化ホールくるる・旭町公民館に変更。市立中学校生徒の作品の特別展示（美術部門）。
平成25年度　受賞作品集作成。来場者の投票による市民奨励賞を設置。中学生作品の表彰。
平成26年度　小学生による巨大アート展示。
平成27年度　開場時間を1時間繰り下げ（10:30～17:30）。中学生作品を書道部門に拡大、武南中学校からも募集。

これまでの取り組みと成果について

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

残されている課題について

人件費 795,000

　応募作品数の増加により、展示スペースが不足する恐れがある。
　来場者数はここ数年ほぼ横ばいであり、市民への芸術・文化の浸透という観点から、来場者を増やす方策を
検討する必要がある。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　市民が優れた芸術文化に触れる機会の充実を図るとともに、市民が主体的
に芸術文化活動を展開できるような環境づくりをよりいっそう進めるために､
｢市民がつくりあげる美術展覧会｣を目指し､今後とも蕨市文化協会と連携し施
策を展開していきたい｡また､小･中学生の作品展示については､今後も学校と
連携しながら継続して実施し､幅広い年齢層へ芸術･文化を広げていきたい｡

221,232 233,060 228,990

795,000 945,000 945,000

合　計 1,021,820
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実績値

Ａ

評価コメント

Ａ

20,000

119

20,305 Ａ 20,500

111 Ａ 101

4

平成25年度
決算額(円)

1,089,288 1,099,4401,938,720 2,319,840

活動指標
4

外
部
委
員
評
価

評価結果

施策に対する効果
　年々、来館者数は増加しており、常設展示等の市の歴史・文化に触れる機
会の充実に有効である。

3
特別展等の開催数(回)

成果指標
24,534 25,240

事業費

利用者数(人)

113 124

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　魅力のある展覧会等を開催することで、幅広い年齢層の市民の来館を促し、市の歴
史・文化に触れる機会の充実を図る。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容
　近隣市を含めた芸術家の作品を紹介する特別展や小学生を対象にした体験講座等を開
催する。

　特別展等開催事業事 業 名

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

　５　歴史・文化の保全と活用

　２　歴史民俗資料館における事業の充実

事業の対象 　歴史民俗資料館及び歴史民俗資料館分館の来館者

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

コスト指標

33

合　計

これまでの取り組みと成果について

1人当りの事業費(円)

2,760,720 3,117,101 2,239,973 2,058,345

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

決
算
額
の
状
況

年　度

人件費 822,000 797,261 1,150,685 958,905

Ａ

　魅力的な展覧会の開催を工夫しており、来場者も多数にのぼる。体験型の
事業を取り入れて子供たちの参加、年齢層を超えて楽しめる企画を工夫して
いる。芸術の幅を広げて子供たちの発想を刺激するような企画を期待した
い。／想定した来場者に合わせたテーマ設定を行っている。特に消しゴムコ
レクションなどは、小学生をターゲットとして好評を博したことも理解でき
る。今後も利用者目線に立った特別展の開催を期待したい。

担当部署 　歴史民俗資料館

事業番号 17

　展示内容の充実を図ることや幅広い年齢層の市民に利用していただくための工夫を継続し、展覧会開催が可
能な市にゆかりのある芸術家やアマチュア作家等の人材発掘に取り組む。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　展覧会開催が可能な市にゆかりのある芸術家等の人材発掘、展覧会の広報
の充実に取り組む（平成28年度は、特別展は3Dピクチャー作家による個展、
オータムギャラリーは人形作家による個展の開催を予定している）。（前回評価結果）

Ａ

　3月～4月は近隣市を含めた芸術家の作品を紹介する特別展を開催し、10月～12月はオータムギャラリーと題してア
マチュア作家の個展や様々な分野の収集家のコレクションアイテム等を紹介しており、市内外を問わず多くの方が来
館する。8月は小学生を対象にした夏休み体験講座を実施している(平成27年度は、特別展「3Dピクチャー作家中村忍
氏の個展」、オータムギャラリー「影山立子氏の収集した消しゴムコレクション展」を開催し共に好評であった)｡
　また、市内小学校へ特別展等開催のパンフレットを配布した。

残されている課題について
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実績値

Ａ

　２　生涯学習を支える社会教育の充実

評価結果 評価コメント

Ａ

　戦争の直接体験者が次第に尐なくなる中で、今後いっそう平和祈念展の開催意義は高く
なるであろう。幅広い市民層、子供たちにも興味の持てる企画を工夫して継続していただ
きたい。市民参加型の企画、ワークショップ、子供たちによる聞き書きなど、市民や子供
たちが主体的に考えるという側面を工夫して、より充実した事業にしていただきたい。／
過去には空襲の被害があったことは、戦争の悲惨さと平和の尊さを本当の意味で理解する
ためには、引き継いでいかねばならないことであると考える。ただし､より多くの児童･生
徒を呼び込めるかは課題であるため､他の事業と連携することで､参加者が増えていくこと
を期待したい。たいへん重要な事業であると考えるため､発展的に継続していただきたい｡

　６　人権・平和意識の高揚

　３　市民の平和意識の高揚

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　来館者数は微増であるが、戦争の記憶の風化に対し平和の尊さと戦争の悲
劇を後世に伝えていく必要性は高い。

外
部
委
員
評
価

　本市が県下では熊谷市に次いで甚大な空襲被害を受けた経緯を踏まえ、平成2年の歴史民俗資料館開館以来、
毎年8月～9月にかけて「平和祈念展」を開催している。年度ごとにテーマを定め、様々な視点や角度から平和
の尊さと戦争の悲劇について考えていただけるような構成としている。来館者もわずかではあるが増加してお
り、他市町村の博物館からも資料の借用依頼がある等、定着した事業として浸透している。
また、市内小学校へ平和祈念展開催のパンフレットを配布した。

残されている課題について

　戦争体験者の高齢化により関係資料の充実は難しくなっているが収集に努め、若年層の市民の方にも来館し
ていただけるよう工夫を図っていく。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　戦争関係資料の収集に努め、展示内容の充実を図る（平成28年度平和祈念
展は、戦時中の女性に焦点を当てた内容で開催を予定している）。

（前回評価結果）

Ａ

これまでの取り組みと成果について

191,781

合　計 1,028,962 434,737 1,324,269 1,182,141

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

事業費 891,975 301,860 1,132,488 990,360

人件費 136,987 132,877 191,781

211
1人当りの事業費(円)

コスト指標
187 79 177 239 Ｃ

1
開催数(回)

成果指標
5,501 5,516 5,600 5,557 Ａ 5,600

1

利用者数(人)

活動指標
1 1 1 Ａ

平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

施策に対する効果

平成２８年度　事務事業点検評価シート

担当部署 　歴史民俗資料館

事業番号 18

事業の目的
　平和祈念展を開催することで、平和の尊さと戦争の悲劇を後世に伝えていくことを目
的とする。

事業の内容 　平和祈念展の開催

　平和事業事 業 名

事業の対象 　歴史民俗資料館及び歴史民俗資料館分館の来館者

事業の目標 平成25年度
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実績値

Ａ

Ｂ

　目標値は達成されているが、事業の性格を踏まえると参加者数、事業内容等、工夫の余
地があると思われる。オープンスペースが限られている市の現状から、屋内・学校施設な
どを活用して、市民が健康体操やスポーツの身体づくりなどに関心を向けられるような基
礎的なスポーツ学習を含めて参加者の拡充を図っていくことが課題ではないか。／小・中
学生の時代に経験したスポーツは生涯に渡ってかけがえのないものとなりうると考えられ
る。また、蕨市内で団体が長く取り組んでいるスポーツ（フットベースボールなど）があ
るので、大切にしていただきたい。将来的には、スポーツの活動の場として、全天候型
（人工芝グラウンドなど）の運動場の整備も期待したい。

外
部
委
員
評
価

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　３　どこでもだれもが親しめる生涯スポーツの充実

　１　スポーツ・レクリエーション活動の推進

　２　多様なスポーツ・レクリエーション機会の充実

評価コメント

活動指標

コスト指標

評価結果

Ａ 6

Ａ 2,600

3,830 Ａ 3,416

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　市民の健康増進・体力向上を図るため、だれもがスポーツ・レクリエーションに親し
むことができる機会の充実を図る。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容
　市内温水プールの借上げ事業や尐年野球大会（８月）ウォーキングイベント（４月・
１１月）を実施し、市民の健康増進、体力向上を図っている。また、体育協会への委託
事業として、水泳大会、ロードレースを開催している。

担当部署 　生涯学習スポーツ課

事業番号 19
スポーツ・レクリエーション推進事業事 業 名

事業の対象 　市民

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

事業数

成果指標
1,929 2,381 2,641

事業参加者数（人）

6

2,350

6 6 6

参加者１名当たりの事業費(円)

施策に対する効果

4,445 2,995

　市民の体力向上や健康維持に寄与しており、成果は得られていると考える。

4,491

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

事業費 4,094,116 3,991,021 5,494,011 4,262,000

3,140,000 4,620,000 4,620,000

合　計 8,574,116 7,131,021 10,114,011 8,882,000

（前回評価結果）

Ａ

　水泳大会やロードレース大会などは､市内のスポーツイベントとして歴史もあり､市民に広く親しまれている｡
　近年、熱中症対策として、参加者へのスポーツドリンクの無料配布や水泳大会会場を半屋内プールに変更し
たほか、尐年野球大会での野球教室の開催やロードレース大会の周知方法の改善（市内ランニングコースでの
チラシ配布、児童保護者あてのチラシ配付等）また、民間温水プール借上事業にて水泳教室を開催するなどの
取り組みを実施している。

これまでの取り組みと成果について

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

残されている課題について

人件費 4,480,000

　子供から高齢者まで幅広い年代の市民が気軽にスポーツ・レクリエーション活動に参加できるよう、イベン
トの参加人数や参加機会の拡充が必要。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　目標値の達成はされているが、市民のスポーツ・レクリエーション活動の
推進に向けて今後より高い目標を設定し、達成するための新規事業の検討や
既存事業の改善が必要である。
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実績値

Ａ

　２　スポーツ・レクリエーション推進体制の充実

　１　生涯スポーツを推進する体制づくり

　教育振興基本計画
　での位置付け

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　３　どこでもだれもが親しめる生涯スポーツの充実

これまでの取り組みと成果について

2,470,608 2,471,000

人件費 2,520,000 2,520,000

4,990,608 4,991,000

　予約手続きの利便性は格段に向上している。

合　計 7,056,456

2,520,000

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

事業費 4,536,456

外
部
委
員
評
価

　従前、市役所の窓口にて行っていた施設の予約手続きが予約システムの導入により原則２４時間３６５日可
能となったことで、利用者にとって手続きが便利になった。また、今まで市役所まで手続きに来られなかった
主に勤労者などの予約が増えたため、施設の利用率も上昇している。

残されている課題について

　雤天中止などによる振り替え処理が利用者に分かりづらい点や利用料金収納管理の円滑化などシステム上の
改善点がある。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　今後、信濃わらび山荘や市民体育館が対象施設に加わる予定であり、引き
続き、利用者の利便性の向上を図っていきたい。

（前回評価結果）

Ａ

評価結果 評価コメント

Ａ

　利便性が高まり、利用がより広がることを期待したい。ネット予約に慣れ
ていない市民に対する支援態勢にも留意していただきたい。／インターネッ
トを活用した公共スポーツ施設の予約システム事業は、時代にマッチした事
業であり、それが稼働率の向上という形で表れている。今後はスポーツ施設
に限らずに、公共施設の予約全般へと展開されていくことを期待する。今後
も継続していいただきたい。

4,537
１登録当たりの事業費(円)

コスト指標
8,821 4,991 4,808 Ａ

4
対象施設数

成果指標
800 1,000 1,038 Ａ 1,100

4

登録数(個人、団体)

活動指標
4 4 Ａ

平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

施策に対する効果

平成２８年度　事務事業点検評価シート

担当部署 　生涯学習スポーツ課

事業番号 20

事業の目的
　インターネットを利用し、スポーツ施設の予約を可能とすることにより、利用者の利
便性の向上を図る。

事業の内容
　公共スポーツ施設予約システム（対象施設：富士見公園内野球場、富士見第２公園内
庭球場、塚越公園内野球場、錦町スポーツ広場）

公共スポーツ施設予約システム事業事 業 名

事業の対象 　施設利用者

事業の目標 平成25年度
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実績値

Ａ

Ａ

　近年参加人数もかなり増えて、体育協会の事業が市民に広がっていると思われる。
参加者の固定化については他事業との連携などを通じて市民がスポーツに親しむきっ
かけづくりとなるよう、市側の助言も必要である。／健康で文化的な生活を送るため
にスポーツは不可欠であると考える。幅広い世代の市民がそれぞれのスポーツを楽し
めるように、充実した環境を提供できるよう、体育協会の活動支援を発展させていた
だきたい。今後も本事業を継続していただきたい。

事業費 2,520,000

761
参加者1人当たりの事業費(円)

外
部
委
員
評
価

基本目標

施　　策

施策の展開・主な取り組み

　３　どこでもだれもが親しめる生涯スポーツの充実

　２　スポーツ・レクリエーション推進体制の充実

　２　スポーツ団体の支援と地域の人材活用

評価コメント評価結果

施策に対する効果

1,810 986

　市体育協会に補助金を交付し、事業の充実に寄与することで市民の健康増
進・体力向上に一定の効果はあると考える。

平成26年度
決算額(円)

平成27年度
決算額(円)

平成28年度
予算額(円)

14
年間行事数

成果指標
3,851 6,108 7,318 Ａ 8,000

参加延べ人数（人）

14

8,000

761

活動指標
11 13

コスト指標

14 Ａ

832 Ａ

6,020,000 6,090,000 6,090,000

平成２８年度　事務事業点検評価シート

事業の目的
　幅広い年代の市民が参加できるスポーツ・レクリエーション行事の実施及び各団体活
動のいっそうの充実を図るため、必要な支援を行うもの。

　教育振興基本計画
　での位置付け

事業の内容 　体育協会への補助金交付及び、活動・運営に対しての支援を行う。

事業の対象 　蕨市体育協会

事業の目標 平成25年度 平成26年度
平成27年度

達成状況
平成28年度
目 標 値目標値

担当部署 　生涯学習スポーツ課

事業番号 21
　スポーツ・レクリエーション団体支援事業事 業 名

（前回評価結果）

Ｂ

　これまで体育協会に対して補助金交付や協会事務の補助を通じて、体育協会の活動支援を実施してきた。そ
れにより、体育協会による各競技団体や地域５支部への活動支援や年間を通じた各種スポーツ行事の開催を通
じて、競技スポーツ及び生涯スポーツの推進が図られる結果となっており、体育協会への支援は、蕨市の競技
スポーツ及び市民の生涯スポーツの推進に寄与している。

これまでの取り組みと成果について

決
算
額
の
状
況

年　度
平成25年度
決算額(円)

残されている課題について

人件費 4,453,000

　各種スポーツ行事の開催を通じて、ある程度の機会提供はなされているが、参加者の固定化が見られ、広く
一般にスポーツ・レクリエーション活動をしている人々までは広がりがない。

(

総
合
評
価

)

担
当
課
評
価

評価結果 評価結果をふまえた今後の取り組み

Ａ
　加盟団体に捉われず、市民全体のスポーツ・レクリエーション振興に向けて、
レクリエーション協会やスポーツ尐年団など他団体との連携をはじめ、指導者育
成の推進やさらなるスポーツ・レクリエーション活動の機会提供など生涯スポー
ツの推進の中心的な役割を担っていくよう助言を行っていく。

2,520,000 2,520,000 2,520,000

3,500,000 3,570,000 3,570,000

合　計 6,973,000
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